
●当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、特定の有価証券等の勧誘を目的と
するものではありません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。●当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作
成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。●当資料のグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の投資
収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。
●当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。●投
資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。●手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商
品を勧誘するものではないので、表示することができません。●当資料のいかなる内容も将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。
商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第369号
加入協会：一般社団法人投資信託協会 一般社団法人日本投資顧問業協会

投資情報室

2017年2月7日

1/1

金融市場NOW

高齢者は75歳から・・・？
65～74歳は社会の支え手

（審査確認番号H28-TB278）

出所：各種報道等、内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査結果（2014年）」のデータを基にニッセイアセットマネジメントが作成

 日本老年学会と日本老年医学会は、「高齢者」として定義される年齢の区分見直しを提言したと発表。
 65～74歳を「社会の支え手」と捉え直し、その活躍でより活力ある超高齢社会実現を図る。
 社会保障制度における年齢の定義の見直しは、慎重に議論しなければならないという問題も。

日本老年学会と日本老年医学会は、一般的に「高齢者」として定義される年齢の区分見直しを国・厚生労
働省などに対して提言したことを発表しました。現在「65歳以上」とされている高齢者の定義を「75歳以
上」とし、65歳～74歳は「准高齢者」とするというものです。近年、心身が健康な高年齢者が増えたため
で、65～74歳は「准高齢者」とし、社会の支え手として捉え直すべきだとしています。今後、社会保障や
雇用制度をめぐる議論に影響を与える可能性がありそうです（図表1）。
医師や心理学者、社会学者らでつくる両学会のワーキンググループが、日本人の心身の健康に関する複数
の調査結果をもとに2013年から検討してきました。65歳以上では脳卒中などで治療を受ける割合が以前よ
り低下する一方、身体能力をみる指標の歩行速度などが上がる傾向にあり、生物学的にみた年齢は10～20
年前に比べて5～10歳は若返っていると判断したようです。また、知的機能の面においても、70代の検査
の平均得点は10年前の60代に相当するという報告があり、この結果も根拠の１つとされました。
60歳以上を対象に「高齢者とは何歳以上か」を聞いた内閣府の意識調査では「75歳以上」との答えが
28％となり、15年前より13ポイント上がったのに対して、「65歳以上」は6％で12ポイント下がりまし
た（図表2）。 こうしたことから、提言では高齢者は75歳以上とし、65～74歳は「高齢者の準備期」と位
置づけました。「社会の支え手」と捉え直し、その活躍でより多くの人が参加する活力ある超高齢社会実
現を図る狙いがあるようです。
塩崎厚生労働大臣は「提言は医学的な観点から出されたもので、社会保障制度における年齢の定義の見直
しは慎重に議論しなければならない」と発言しています。定義の見直しが与える影響等などについて今後
議論が進むものと思われます。
図表1：社会保障制度の年齢定義の見直しも必要か？ 図表2：意識調査においても「高齢者」の定義に変化

※「高齢者とは何歳以上か」という質問に対する回答割合
＊「これ以外の年齢」「年齢では判断できない」「わからない」
「無回答」は除く

0 10 20 30 40 50

60歳～

65歳～

70歳～

75歳～

80歳～

85歳～ 1999年 2014年

（％）

72.7% 13.9% 11.8% 1.6％

高齢者 27.3％
前 期 後 期

現行の医療制度上の区分

高齢者 13.4%

准高齢者 高齢者

0歳 65歳 75歳 90歳以上

日本老年学会などの提言 超高齢者

※人口比率は2016年9月15日現在の人口推計


